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NY マーケットレポート（2018 年 4 月 4 日） 

 

出所：SBILM 
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NY 市場レポート 
 

≪ NY市場概況 ≫ 

 

NY 市場では、序盤に発表された ADP 雇用統計が市場予想を上回る結果となったが、前回からやや鈍化したこともあり、反応は

限定的となった。また、中国が米国への報復関税措置を発表したことで、米中貿易摩擦に対する懸念から、ドル円・クロス円は

上値の重い動きが続いた。そして、NEC（米国家経済会議）委員長が中国側との交渉を重視するとの発言が伝わったことを受け

て、大きく下落していた米株価が上昇に転じたこともあり、ドル円・クロス円は堅調な動きとなった。米株式市場では、ダウ平

均株価が序盤に 510 ドル安まで下落したが、結局 1％近い上昇となる前日比 230 ドルを超える上昇となるなど、主要株価は軒並

み序盤の安値から大きく反発した。 

 

 

米要人発言 

 

ブラード・セントルイス連銀総裁 

 

・トランプ政権の対中通商政策で、波乱を想定 

・追加利上げ、必要ない 

・インフレ、目標に多少近くなった 

・現在の金融政策は、中立に近づいた 

 

 

主要な経済指標結果 

 

3 月米 ADP 雇用統計 24.1 万人（予想 21.0 万人・前回 23.5 万人⇒24.6 万人） 

 

3 月米 ADP 雇用統計で、民間の雇用者数は+24.1 万人となり、市場予想の+20.5 万人を上回った。ただ、前月の+24.6 万人からは

小幅に鈍化した。建設業や製造業を含む財生産部門の雇用は+6.5 万人（前月+4.2 万人）、サービス業は+17.6 万人（+20.4 万人）

となった。業種別では、建設業が+3.1 万人、製造業が+2.9 万人、専門職・ビジネスサービス部門が+4.4 万人、教育・ヘルスサ

ービスが+2.8 万人。従業員が 500 人以上の大企業の雇用者は+6.7 万人、50-499 人の中堅企業では+12.7 万人、49 人以下の小企

業では+4.7 万人となった。 

 

 
出所：Bloomberg 
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3 月米 ISM 非製造業景況指数 58.8（予想 59.0・前回 59.5） 

 

3 月米 ISM 非製造業景況指数は、市場予想の 59.0 を下回る 58.8 となり、前月から 0.7 ポイント低下した。景況指数が 60.6（前

月 62.8）、新規受注が 59.5（64.8）と前月から低下したが、雇用は 56.6（55.0）、仕入れ価格は 61.5（61.0）と上昇、在庫は

53.5（53.5）と横ばいだった。3月は 15 業種が景況拡大を報告、縮小を報告したのは 2業種だった。   

 

 
出所：Bloomberg 

 

 

米主要株価は一転して大幅反発 

 

米株式市場は、米国の中国製品への追加関税に対して中国が報復措置を発表したことで、摩擦激化への懸念が高まり、主要株価

は序盤から大きく下落した。NEC 委員長による中国側との交渉を重視する発言したことを受けて、買い戻しの動きが強まり、主

要株価は上場に転じた。ダウ平均株価は、序盤に 510 ドル安まで下落したものの、その後は上昇に転じ、1％近い上昇となった。 

 

 
出所：Bloomberg 
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出所：データを基に SBILM が作成 

 

 

株価が上昇に転じたことから、リスク回避の動きが和らぐ 

 

中国が米国への報復関税措置を発表したことで、米中貿易摩擦に対する懸念からリスク回避の動きが強まり、欧州タイムには一

時 106.00 まで下落したこともあり、NY 市場でも序盤は上値の重い動きとなった。そして、序盤に発表された ADP 雇用統計が市

場予想を上回る結果となったが、前回からやや鈍化したことから、反応は限定的となった。その後、NEC（米国家経済会議）委

員長が中国側との交渉を重視するとの発言が伝わったことを受けて、米中貿易摩擦を懸念して大きく下落していた米株価が上昇

に転じたこともあり、ドル円・クロス円は堅調な動きが続いた。 

 

 
出所：総合分析チャート 

 

提供：SBI リクイディティ・マーケット株式会社 

お客様は、本レポートに表示されている情報をお客様自身のためにのみご利用するものとし、第三者への提供、再配信を行うこ

と、独自に加工すること、 複写もしくは加工したものを第三者に譲渡または使用させることは出来ません。情報の内容について

は万全を期しておりますが、その内容を保証するものではありません。 また、これらの情報によって生じたいかなる損害につい

ても、当社および本情報提供者は一切の責任を負いません。 

本レポートに表示されている事項は、投資一般に関する情報の提供を目的としたものであり、勧誘を目的としたものではありま

せん。投資にあたっての最終判断はお客様ご自身でお願いします。  

 


